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ＥＶバス、トラックの普及拡大を可能とする
大型車用ＥＶシステム技術開発

株式会社イズミ車体製作所
常務取締役 宮崎信也

ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業 成果発表会 資料
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背景（１） 大型車の環境対応が急務

１）わが国のCO2削減の為､大型車（バス､
トラック）に環境対応車両の導入が必要

２）だが､EVバス・トラックの導入は遅れている
（原因は高価格と航続距離）

（年間総販売台数800千台強）
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背景（２） EV普及遅れの原因

大型車のEV普及遅れの主原因は高価格で
あり､現在の大型車業界では対応が難しい

原因①大型車EVは少量生産で高価格

■ 国の補助は車両価格の1/3 （年間総額 6.4億円）

（→25台の導入で総額に達してしまう）

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙﾊﾞｽ2000万円の
3〜4倍の値段

原因②普及の担い手の不在
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技術開発の概要

乗用車EVの量産技術を使った実用的で低価格の
大型車用EVシステムを実用化し､自動車会社を横
断した生産体制でEVバス･トラックの普及を図る

（環境省のCO2排出削減技術開発事業として採択 ＠2016年度～2018年度）
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技術開発の体制

技術開発代表者（H30年度）

産学官の連携体制で開発を推進した
それぞれの役割
★技術開発統括 ：Ａ
★技術開発者 ：Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ
★商品性評価及び開発完了後に顧客となりうる事業者 ：Ｇ
★普及促進を支援する自治体 ：Ｈ
★普及・拡大期での生産に参画予定の団体 :Ｊ

Ａ

Ｆ

Ｅ

Ｄ

Ｃ
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EV路線バスの目標性能

動力性能 現行路線バスと同等 (発進・加速・登坂）

航続距離 現行バス路線に適用可能

充電 50km連続走行を上限とし車庫で充電 (50kW）

運転 運転容易化 (運転負担がMT比大幅改善）

快適性/冷暖房 現行路線バス並み （＋静粛性・乗り心地を向上）

車両レイアウト 現行低床フロアバスと同等

安全性 保安基準 / 信頼性基準 に適合

路線バスとして十分に使える実用性とする
（高速走行、都市間長距離移動は対象外、山岳路連続走行は適用限界あり）

＜路線バスの1日の運行パターン＞ :車庫での停車時間に充電する

朝 車庫 車庫 夜

走行 充電 充電走行 走行
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乗用車EVの量産技術を活用した高信頼性
低価格の大型車用EVシステムを開発した

EVシステム/主要部品

モータ写真

オートモーティブエナジーサプライ(株）

高出力モータシステム

１パックの電力容量：30（40）kWh

4個並列接続：120（160）kWh

EVモータ2個を減速機で連結し190kW出力

補機駆動システム
（株）ピューズ

車両補機を
（エンジンの代わりに）
EVモータで駆動する
構造

大容量バッテリシステム
日産自動車(株）

バッテリパック写真
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H28年度 H29年度 H30年度

H28年度から3年間の技術開発を推進し、
実証試験（昨年2月から1年間）を終了した

開発構想/設計 車両製作 実証試験

技術開発の日程

量産技術準備・標準化

大容量バッテリシステム 高出力モータ

補機駆動

車両レイアウト

西部車庫
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EVバス
を生産

全国の車両工場で生産

さまざまな
車両をEV化

全国の工場*で生産できるように技術を標準化
*（日本自動車車体工業会の所属会社で生産予定）

製造技術標準化

製造技術を標準化
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横断的な生産に向けた準備
１）部品図・部品表を作成した

３）車検取得に必要な書類のフォーマットを作成

２）ＥＶバスの改装手順書を作成

４）日本自動車車体工業会の会員企業への周知
・2017年、18年の1月に140名程が参加した技術発表会で説明し、
同会が発行する車体ニュースに掲載された。



11

発生した課題

バスとして公道を走るためには、車検を取得する必要があるが、
ＥＶ自動車の開発が過渡期であり、年度毎に改訂される道路運送車両法（保安基準）への適合

解決方法
独立行政法人自動車技術総合機構と設計段階から対応を協議し、必要な書類・検査を進めた。
また、本来であれば弊社の所在地（熊本）を管轄している九州検査部での審議となるが、法の解釈が地方検査部で
異なる場合があるので、本開発は全国での横断的な生産及び車検登録を目標としているため、本部決裁で申請した。

車検取得に必要な書類のフォーマットを作成

構造変更届出書

感電保護関係基準等適合検討書

コンバージョンＥＶガイドライン適合表

保安基準適合検討書

活電部感電保護対策検査表
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ＣＯ２削減効果

●開発したＥＶバスの１台当りの年間ＣＯ２削減量は１３トン
年間ＣＯ２排出量：ディーゼルバス５７トン/台、ＥＶバス４４トン/台（走行距離６万ｋｍ）
（ＣＯ２排出係数は、軽油２．５８ｋｇＣＯ２/Ｌ、商用電力０．５７９ｌｇ/ｋｗｈ）

○2020年時点の削減効果 （試算方法パターン C,Ⅱ-ⅰ）
・国内潜在市場規模：6万台（ （日本バス協会乗合バス保有統計に基づき推計）
・2020年度に期待される最大普及量：10台
（10台のディーゼルバスがEVバスに変わる前提で年間CO2削減量を計算）
・EVバス１台当たりのＣＯ２削減量：13ｔ
（ディーゼルバスのCO2排出量57t､EVバスのCO2排出量44t）
・年間CO2削減量：0.013万t-CO2

○2022年時点の削減効果 （試算方法パターン C,Ⅱ-ⅰ）
・2022年度に期待される最大普及量：500台
（500台のディーゼルバスがEVバスに変わる前提で年間CO2削減量を計算）
・EVバス１台当たりのＣＯ２削減量：13ｔ
・年間CO2削減量：0.6万t-CO2

○2030年時点の削減効果 （試算方法パターン C,Ⅱ-ⅰ）
・2020年度に期待される最大普及量：3万台
（3万台のディーゼルバスがEVバスに変わる前提で年間CO2削減量を計算）
・EVバス１台当たりのＣＯ２削減量：13ｔ
・年間CO2削減量：39万t-CO2

年度 ２０２０ ２０２２ ２０２５ ２０３０

ＣＯ２削減量（万ｔ-ＣＯ２/年） ０．０１３ ０．６ １８ ３９

累計ＣＯ２削減量（万ｔ-ＣＯ２） ０．０１３ ０．６ ５６ ２１１
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事業化・普及の見込み

〇事業化計画

事業化を担う主たる事業者 担う部位

㈱イズミ車体製作所（日本自動車車体工業会） バス・トラックの車体

㈱エンビジョンＡＥＳＣジャパン バッテリシステム

㈱ピューズ ＥＶシステム・モータ等

・２０１９年度からＥＶバスの販売を開始する。
・２０２０年度以降の普及拡大期では、日本自動車車体工業会の会員を中心に車両製造会社で
横断的にＥＶバス・トラックの生産・供給を行う。

〇事業展開における普及の見込み（路線バスのみを記載）
・対象市場規模 ：国内路線バス約６万台（日本バス協会乗合バス保有統計）。
・想定事業規模 ：普及期には、年間２～４千台を生産し、２０３０年に普及台数３万台。
・目標価格 ： 1000万円（＠2022年） 600～700万円（＠2025年） 〔120ｋＷｈ仕様〕

・運用コスト ： 大型路線バスの電費予測値は0.88km/kWh
ディーゼルバスとの燃料差額は７４万円/年であり、８～１４年間で回収可能。
（＠経由116円/Ｌ，商用電力２４円/ｋＷｈ）
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事業化・普及の見込み

〇量産化・販売計画
・2019～2021年は受注都度の生産販売を行う。
・大量生産実現に向けて、広報宣伝活動強化、並びにバス事業者向けの
ＥＶバス複数導入モデルの検討/提案を行う（2019～2020年度）。
・2022年度を目標に、更なる低コスト化（生産投資削減）を織り込んだ量産/販売の準備を行う。

〇事業拡大シナリオ

〇普及におけるリスク（課題・障害）
・本技術の早期社会実装の為、現在の路線バス運行ダイヤにそのまま適用できるカバー率が
重要であり、大都市圏での実証やさらなる航続距離の向上が望まれる。
・少量導入時における急速充電器の設置費用や電気代の基本料金の上昇による採算性。
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開発成果の発信

＊エコライフフェアのチラシより・実証試験開始セレモニー(2018年1月） 技術発表、実証試験車展示/試乗

・環境省エコライフ・フェア2018 (2018年6月） 実証試験車の展示/試乗

・神奈川県座間市（オートモーティブエナジーサプライ社）で、バス会社、日野自動車、いすゞ自動車による説明・試乗会

・熊本市内で、九州、関西、中部、関東地方のバス会社や電力会社（東京、関西、中部、九州）への説明・試乗会

・EVS31（電気自動車国際会議＠2018年10月）技術開発状況発表（ピューズ水越）

・実証試験報告会（2019年2月） 実証試験結果の報告､実証試験車展示/試乗

・自動車技術会春季大会（2019年5月） 技術開発全般と成果の発表（熊本大学松田）

・自動車技術会論文集（2019年9月発刊） 技術論文2件を掲載予定（熊本大学松田）
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開発成果の社会実装

全国各地の路線バス

各種送迎バス等

１６
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開発成果の社会実装（発展型）

太陽光発電
ゴミ焼却火力発電 風力発電 夜間電力

路線バス・送迎バス・スクールバス・園児バス 宅配（近距離）トラックゴミ収集車
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ご清聴ありがとうございました。


